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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等   

売上高（百万円） 144,239 142,419 140,845 264,912 261,479

経常利益（百万円） 5,398 6,219 6,191 6,484 6,757

中間(当期)純利益（百万円） 2,426 3,271 3,635 2,511 3,449

純資産額（百万円） 115,150 116,768 121,056 114,809 116,782

総資産額（百万円） 230,541 210,700 208,703 209,612 196,531

１株当たり純資産額（円） 879.21 901.67 935.82 885.43 901.65

１株当たり中間（当期）純利
益（円） 

18.04 25.26 28.09 18.17 25.95

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

16.62 － － － －

自己資本比率（％） 50.0 55.4 58.0 54.8 59.4

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

14,986 16,233 12,951 13,107 15,876

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△8,814 △4,132 △1,299 △6,556 △3,363

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△6,215 △5,352 △2,605 △15,386 △8,523

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

24,519 22,482 28,813 15,679 19,684

従業員数 
［外、平均臨時従業員数］
（人） 

4,351 
［3,281］

4,297
［3,314］

4,253
［3,504］

4,316 
［3,250］

4,292
［3,373］



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第99期、第100期及び第100期中、第101期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等   

売上高（百万円） 74,875 72,115 69,878 134,677 129,697

経常利益（百万円） 3,152 2,743 3,185 2,899 2,637

中間(当期)純利益（百万円） 1,422 1,341 2,456 888 1,177

資本金（百万円） 7,773 7,773 7,773 7,773 7,773

発行済株式総数（千株） 144,860 144,860 144,860 144,860 144,860

純資産額（百万円） 91,150 90,340 93,101 90,215 90,028

総資産額（百万円） 177,949 159,273 158,387 160,393 148,759

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率（％） 51.2 56.7 58.8 56.2 60.5

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

1,273 
［405］

1,251
［465］

1,207
［525］

1,258 
［412］

1,216
［481］



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は、各会社別に組織されており、いずれも日本食品関連産業労働組合連合会に所属しております。

また、労使関係は良好であり、特に記載すべき事項はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

菓子 
1,726 
［1,654］ 

冷菓 
586 
［447］ 

牛乳・乳製品等 
871 
［921］ 

食品 
207 
［155］ 

畜産加工品・小麦澱粉等 
554 
［286］ 

全社（共通） 
309 
［41］ 

合計 
4,253 
［3,504］ 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 
1,207 
［525］ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善とそれに伴う設備投資の拡大等により景気は回復傾向にあると

言われていますが、依然として雇用環境は厳しい状況が続いており、さらに原油価格高騰の長期化等の不安材料もあり、個人

消費の本格的な改善には至りませんでした。このような市場環境に対応するため、食品関係の競合各社は新製品開発やコスト

競争力の強化にしのぎを削り、激しい競争を展開し、その結果、菓子・冷菓・加工食品・畜産加工品の各食品業界は前年同期

を下回る市況となり、乳製品等はほぼ前年同期並みの市況となりました。 

 このような状況の中で当社グループは「グリコグループ行動規範」に基づき、信頼される企業であり続けることを事業展開

の基本としながら、主力品の強化、新製品・系列品の発売、自動販売機や職場専用ボックスでの販売等による販売拠点の拡大

や各々の流通形態に適合した販売対策を積極的に展開いたしましたが、当社グループにとっても厳しい状況が続きました。 

 その結果、売上面では、食品部門と畜産加工品部門は前年同期を上回りましたが、菓子・冷菓・乳製品部門が前年同期を下

回ったため、当中間連結会計期間の売上高は1,408億4,500万円となり、前中間連結会計期間（1,424億1,900万円）に比べ1.1％

の減収となりました。 

 一方、利益面につきましては、売上の減少により原価率がアップし、売上総利益は減少しましたが、販売費及び一般管理費

の節減に努めました。その結果、営業利益は54億2,200万円と前中間連結会計期間（54億2,900万円）に比べ600万円の減益とな

り、経常利益は61億9,100万円と前中間連結会計期間（62億1,900万円）に比べ2,800万円の減益となりました。 

 また、前中間連結会計期間は厚生年金基金の代行返上益や固定資産の減損損失など、多額の特別損益を計上しましたが、当

中間連結会計期間では特別損益がほとんど発生いたしませんでした。その結果、中間純利益は36億3,500万円となり、前中間連

結会計期間（32億7,100万円）に比べ3億6,300万円の増益となりました。 

  

 事業部門別の業績は次の通りであります。 

＜菓子部門＞ 

 菓子部門は、国内では、新製品の‘ＧＡＢＡ［ギャバ］’は好評でしたが、カプリコグループやチョコレート製品、ガムグ

ループは前年同期を下回りました。一方、海外では、タイ、中国が当中間連結会計期間も順調に売上を伸ばしました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は343億6,200万円となり、前中間連結会計期間（354億5,400万円）に比べ3.1％の減

収となりました。 

  

＜冷菓部門＞ 

 冷菓部門は、主力品の‘ジャイアントコーン’‘パピコ’は順調に推移しましたが、‘牧場しぼり’や発売から２年目と

なった ‘ザックス’及びホームユースタイプの製品が苦戦となりました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は332億

9,600万円となり、前中間連結会計期間（339億7,400万円）に比べ2.0％の減収となりました。 

  

＜牛乳・乳製品部門＞ 

 主力品の‘朝食りんごヨーグルト’や‘とろ～りクリームｏｎプリン’やヨーグルトの新製品である‘おいしいカスピ海’

は好調でしたが、‘プッチンプリン’や‘マイルドカフェオーレ’が苦戦となりました。前期に大きく落ち込んだ乳幼児用粉

ミルクは新製品投入等により拡販に努め、前年同期を若干上回りましたが全般に厳しい状況が続きました。その結果、当中間

連結会計期間の売上高は467億2,100万円となり、前中間連結会計期間（471億2,900万円）に比べ0.9％の減収となりました。 



＜食品部門＞ 

 食品部門は、‘熟カレー’‘カレー職人’は前年同期を下回りましたが、‘ＺＥＰＰＩＮカレー’‘ＤＯＮＢＵＲＩ亭’や

新製品‘ＺＥＰＰＩＮシチュー’が好評で、スポーツ選手向け栄養補助食品の‘パワープロダクション’も順調に推移しまし

た。その結果、当中間連結会計期間の売上高は102億5,100万円となり、前中間連結会計期間（96億5,800万円）に比べ6.1％の

増収となりました。 

  

＜畜産加工品・小麦澱粉部門＞ 

 ハム・ソーセージ類では、牛肉禁輸による原料高や小売店頭での販売価格の低下が続く厳しい環境のなかで、‘パリッと朝

食ウィンナー’は好調でしたが‘ロースハム’は苦戦しました。一方、食品原料は小麦蛋白の‘Ａグル’がコンビニエンスス

トア商品での採用が増え、澱粉類も順調に推移しました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は162億1,300万円となり、

前中間連結会計期間（162億200万円）に比べ0.1％の微増となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

  

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）期末残高は、288億1,300万円となり前中間連結会計

期間末（224億8,200万円）に比べ63億3,100万円増加いたしました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、129億5,100万円となり、前中間連結会計期間（162億3,300

万円）に比べ32億8,200万円の減少となりました。これは主に、たな卸資産の増減額が△10億300万円と前年同期（5億6,000万円）

に比べ15億6,300万円減少したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△12億9,900万円となり、前中間連結会計期間（△41億

3,200万円）に比べ28億3,300万円の増加となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が28億1,900万円と前年同期

（56億6,300万円）に比べ28億4,400万円減少したことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△26億500万円となり、前中間連結会計期間（△53億5,200

万円）に比べ27億4,700万円の増加となりました。これは主に、短期借入金の増減額が△17億3,100万円と前年同期（△37億2,100万

円）に比べ19億9,000万円増加したことによるものであります。 

  

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 対前年同期比増減額 

（△は減） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

16,233 12,951 15,876 △3,282 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△4,132 △1,299 △3,363 2,833 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△5,352 △2,605 △8,523 2,747 

現金及び 
現金同等物期首残高 

15,679 19,684 15,679 4,005 

現金及び現金同等物
中間期末（期末） 
残高 

22,482 28,813 19,684 6,331 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び仕入実績 

① 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によるものであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は、仕入価格によるものであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社は受注生産は行わず、すべて見込生産によっております。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門の名称 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前年同期比 
（％） 

金額（百万円） 金額（百万円）

菓子 32,860 30,887 △6.0 

冷菓 20,097 20,357 ＋1.3 

牛乳・乳製品等 44,295 43,655 △1.4 

食品 7,244 8,050 ＋11.1 

畜産加工品・小麦澱粉等 13,035 13,096 ＋0.5 

合計 117,531 116,045 △1.3 

事業部門の名称 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前年同期比 
（％） 

金額（百万円） 金額（百万円）

菓子 1,523 2,679 ＋75.9 

冷菓 5,479 7,367 ＋34.5 

牛乳・乳製品等 2,034 1,966 △3.3 

食品 1,288 1,278 △0.8 

畜産加工品・小麦澱粉等 2,014 1,926 △4.4 

合計 12,338 15,216 ＋23.3 

事業部門の名称 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

前年同期比 
（％） 

金額（百万円） 金額（百万円）

菓子 35,454 34,362 △3.1 

冷菓 33,974 33,296 △2.0 

牛乳・乳製品等 47,129 46,721 △0.9 

食品 9,658 10,251 ＋6.1 

畜産加工品・小麦澱粉等 16,202 16,213 ＋0.1 

合計 142,419 140,845 △1.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はありま

せん。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等について、変更はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 厳しい経済環境が続く中、企業の成長に不可欠である新製品の開発は、当社グループの企業戦略における最重要課題のひとつ

であります。当社グループの研究開発は長期的展望に立った基礎研究、応用研究を各社の生物化学研究所及び中央研究所で、新

製品の開発を各社の開発研究所等で推進しております。 

 尚、当中間連結会計期間に支出した研究開発費は総額2,390百万円であります。 

  

当中間連結会計期間の主な研究の概要とその成果 

(1）基礎研究、応用研究分野 

 独創的な新製品を開発するため、技術面からのシーズの発見に注力し、微生物あるいは植物由来の酵素を利用した新素材の

開発、新食品素材や加工法の利用研究、これらの研究・技術を生かした菓子、冷菓、食品、乳製品、畜産加工食品の商品化研

究などに取組んでおります。 

 当中間連結会計期間も独自の酵素技術を生かした新素材の開発・研究を進めました。既に事業化が進行している素材として

は、研究試薬としてのシクロアミロース、美白成分である化粧品原料α－アルブチン、食品原料クラスターデキストリン、食品

添加物の酵素処理ヘスペリジン、デンタルガム「ポスカム」の関与成分である特保素材リン酸化オリゴ糖カルシウム（POs-Ca

／ポスカ）などがあげられますが、これらについては更なる応用研究を積極的に進め、事業推進を支援しました。また、独自

技術による酵素合成アミロースの開発に成功し、現在、多方面での応用研究を推進しております。その他の新規素材について

も基礎研究から応用研究に進め、いくつかを次のステップに進めつつあります。 

健康栄養分野の研究では、「女性の冷え症」に関する研究を進め、食品添加物の酵素処理ヘスペリジンを冷え症の悩みを持

つ若い女性に実際に食べていただき症状を改善する効果があることを確認し、日本栄養・食糧学会などで報告しました。この

結果は、若い女性のＱＯＬ（クオリティ オブ ライフ）を高める食品を開発する基礎となると考え、製品化を見据えた研究

を進めております。 

乳製品関連分野の研究では、前連結会計年度に新発売しました「おいしいカスピ海」について、生理効果の研究を藤女子大

学と共同で進めており、ヒトの飲食試験を実施し、排便回数を有意に増加させ、便秘を改善する効果があることを確認しまし

た。また、ビフィズス菌には酸に弱くヨーグルトのような酸性食品中では保存経過とともに死滅する弱点がありますが、耐酸

性に優れたビフィズス菌を探索し、ヨーグルトに使用する技術を確立しました。当該ビフィズス菌を使用して発酵したヨーグ

ルトは、賞味期限終了時点でも1,000万個／ml以上のビフィズス菌生菌数を維持できることができます。さらに、このビフィズ

ス菌を使用して発酵したヨーグルトにてヒトの飲食試験を実施した結果、生きて腸管まで届くことを確認しました。現在、こ

のビフィズス菌の製品への応用を進めております。 

  

(2）新製品開発分野 

 市場性、消費者ニーズに合致した独創的な新製品の開発と市場導入を開発企画部及び製造部などの関連部門と連携し取組ん

でおります。 

菓子部門は、ストレス社会で闘う人を対象にしたメンタルバランスチョコ「ギャバ」、舌の表面につく舌苔に着目し『キレ

イな舌』といった新しいエチケットを提案するタブレット「ブレオ」、健康素材を使った「黒ゴマポッキー・きなこポッ

キー」等の健康に配慮した商品を発売し、高い評価をいただきました。また、コーヒーを微粉砕して練りこんだチョコレート

「アロマーモ」や独自のメレンゲ技術を活用したチョコレートスナック「ほわわ」といったおいしさの技術を持った商品を発

売しました。 



冷菓部門では、ベーシックフレーバーとして定着しつつある『抹茶』の風味を強調した品揃えを強化しました。新製品とし

て、モナカの「和織」、バーの「あられ日和」を、また、パピコやアイスの実にも抹茶味を追加しました。秋口には、栗を

使って旬の味わいを表現した「ティアラモンブラン」も発売しました。昨秋、あっさり感を好む中高年層に向け“和”をテー

マとして発売した「和ごころ」についても大幅にリニューアルを実施し、高級アイスとしての定着に取組みました。 

食品部門では、前連結会計年度発売のカレーＺＥＰＰＩＮで好評を得た固形ルゥとペーストの２層構造の技術を生かしたシ

チューＺＥＰＰＩＮ２品種を新発売し、即席ルゥ分野の強化に取組みました。また、女性に人気のフレンチにこだわったレト

ルトカレー「横濱フレンチカレー」２品種を全国に、電子レンジで簡単にできる緑あざやかな皿うどん「HOT菜中華」シリーズ

２品種を近畿・中部地区に新発売し、あわせて「クレアおばさんの欧風家庭料理」シリーズや「炊き込み御膳」など基幹商品

群のリフレッシュを実施しました。健康食品分野では、スポーツフーズ関連でパワープロダクションブランドの「オールイン

ワンプロテイン」キレイサプリブランドの「複合式美艶」の2品を新たに導入しました。 

牛乳・乳製品等部門では、醗酵乳分野において前連結会計年度に発売した「おいしいカスピ海 400g」を全国の選別拠点へ

慎重に分布を拡げ安定した売上を維持しています。「朝食りんごヨーグルト」は前連結会計年度のリニューアルの好調を維持

し、醗酵乳分野の売上増の最大要因となっています。また、9月には小容量お手頃価格の「ぼくらのアロエヨーグルト 90g」

と、大容量ホームサイズの「幸せのたっぷりアロエヨーグルト 400g」を発売し今後の拡大を目指しています。洋生菓子分野

においては7月に女性層に狙いを定めた「とろ～りクリームｏｎプリン 90g」を発売しました。前連結会計年度に発売して好

評の男性向けの220gと合わせてブランドの強化とさらなる売上拡大を目指しています。また、７月に発売したメープルシロッ

プが別添の「メープルをかける手作り風プリン」や、9月に発売した「なめらか絹プリン」「シンプル絹プリン」と合わせて、

販売チャネルに合わせた幅広い商品の提案を行い、プリン全体の売上のベースアップを図りました。 

畜産加工品・小麦澱粉等部門では、本物のおいしさと安心に対するニーズの高まりをうけ、春は国産小麦粉使用麺と天然調

味料のタレを使用した冷し中華、秋には北海道産小麦粉使用麺と天然調味料スープの味噌ラーメン、醤油ラーメンを発売しま

した。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設

備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 470,000,000 

計 470,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成17年12月2日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 144,860,138 144,860,138
東京証券取引所市場第一部 
大阪証券取引所市場第一部 

－ 

計 144,860,138 144,860,138 － － 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減
額(百万円) 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

－ 144,860 － 7,773 － 7,413 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．上表のほか、(5）議決権の状況 ②自己株式等に記載しております自己株式が大株主に該当致します。 

  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ステート ストリート バンク アンド 
トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行 兜町証券決済業務室） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

11,567 7.98 

掬泉商事株式会社 大阪市西淀川区歌島４－６－５ 9,480 6.54 

スティール パートナーズ ジャパン 
ストラテジック ファンド（オフショ
ア）エル ピー 
（常任代理人 メリルリンチ日本証券
株式会社 証券業務部） 

HARBOUR CENTRE P.O.BOX 30362 SMB，
GEORGE TOWN，GRAND CAYMAN，CAYMAN 
ISLANDS 
（東京都中央区日本橋１－４－１日本橋一
丁目ビルディング） 

8,350 5.76 

江崎 正道 兵庫県芦屋市奥池町18－17 7,240 5.00 

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１－２－１ 7,000 4.83 

佐賀県経済農業協同組合連合会 佐賀県佐賀市栄町２－１ 5,787 4.00 

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 2,844 1.96 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 2,342 1.62 

ノーザン トラスト カンパニー（エイ
ブイエフシー）アカウント ユー エス 
エル 
（常任代理人 香港上海銀行 東京支店 
カストディ業務部） 

50BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 
5NT UK 
（東京都中央区日本橋３－１１－１） 

2,022 1.40 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２－27－２ 2,012 1.39 

計 － 58,646 40.48 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれております。

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 15,501,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 126,564,000 126,564 － 

単元未満株式 普通株式 2,795,138 － － 

発行済株式総数 144,860,138 － － 

総株主の議決権 － 126,564 － 

    平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

江崎グリコ株式会
社 

大阪市西淀川区歌
島四丁目６番５号 

15,501,000 － 15,501,000 10.70 

計 － 15,501,000 － 15,501,000 10.70 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月

最高（円） 943 896 892 946 917 1,019 

最低（円） 831 825 840 842 869 913 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

新日本監査法人により中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    10,785 16,076  11,301 

２．受取手形及び売掛
金 

   31,053 31,127  27,366 

３．有価証券    13,812 12,807  7,806 

４．たな卸資産    15,819 16,376  15,360 

５．前渡金    187 350  345 

６．前払費用    129 131  163 

７．短期貸付金    319 334  354 

８．繰延税金資産    3,627 3,086  2,869 

９．その他    7,433 7,722  7,888 

貸倒引当金    △99 △146  △181 

流動資産合計    83,070 39.4 87,868 42.1  73,274 37.3

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※１ 65,014  65,895 65,807  

減価償却累計額 ※２ 39,672 25,341 41,325 24,570 40,537 25,270 

２．機械装置及び運
搬具 

※１ 106,048  107,705 107,223  

減価償却累計額 ※２ 79,264 26,783 82,078 25,626 80,758 26,465 

３．工具器具備品   20,076  19,616 19,652  

減価償却累計額 ※２ 16,434 3,642 15,803 3,812 16,223 3,429 

４．土地 ※１  15,161 15,042  15,056 

５．建設仮勘定    2,393 1,235  1,097 

有形固定資産合計    73,321 70,286  71,318 

(2）無形固定資産       

１．ソフトウェア    2,581 2,122  2,366 

２．ソフトウェア仮
勘定 

   7 0  51 

３．その他    318 275  310 

無形固定資産合計    2,907 2,398  2,727 

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券    36,259 35,191  34,571 

２．長期貸付金    1,486 1,234  1,345 

３．長期前払費用    330 266  313 

４．繰延税金資産    8,620 6,492  7,929 

５．その他    6,163 6,218  6,312 

貸倒引当金    △1,457 △1,255  △1,262 

投資その他の資産
合計 

   51,402 48,149  49,209 

固定資産合計    127,630 60.6 120,834 57.9  123,256 62.7

資産合計    210,700 100.0 208,703 100.0  196,531 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   32,116 32,788  26,733 

２．短期借入金 ※１  5,677 1,604  3,284 

３．未払費用    24,537 24,265  21,679 

４．未払法人税等    1,974 2,009  963 

５．その他    6,726 5,394  4,883 

流動負債合計    71,032 33.7 66,061 31.7  57,543 29.3

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※１  243 59  188 

２．退職給付引当金    16,482 15,617  15,900 

３．役員退職慰労引当
金 

   948 1,016  991 

４．連結調整勘定    1,418 954  1,193 

５．その他    3,036 3,084  3,078 

固定負債合計    22,128 10.5 20,734 9.9  21,352 10.9

負債合計    93,161 44.2 86,796 41.6  78,896 40.2

        

少数株主持分       

少数株主持分    771 0.4 851 0.4  851 0.4

        

資本の部       

Ⅰ 資本金    7,773 3.7 7,773 3.7  7,773 4.0

Ⅱ 資本剰余金    7,414 3.5 7,416 3.6  7,415 3.8

Ⅲ 利益剰余金    110,674 52.4 113,097 54.2  110,205 56.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,391 0.7 3,355 1.5  1,960 1.0

Ⅴ 為替換算調整勘定    △498 △0.2 △478 △0.2  △522 △0.3

Ⅵ 自己株式    △9,988 △4.7 △10,108 △4.8  △10,050 △5.1

資本合計    116,768 55.4 121,056 58.0  116,782 59.4

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   210,700 100.0 208,703 100.0  196,531 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    142,419 100.0 140,845 100.0  261,479 100.0

Ⅱ 売上原価    79,808 56.0 80,508 57.2  148,710 56.9

売上総利益    62,610 44.0 60,337 42.8  112,768 43.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．運賃及び倉庫料   13,142  13,255 23,977  

２．販売促進費   18,330  15,302 33,602  

３．広告宣伝費   6,450  7,546 11,852  

４．貸倒引当金繰入額   3  5 88  

５．給料手当   6,525  6,333 12,940  

６．賞与   2,287  2,217 4,319  

７．退職給付引当金繰
入額 

  1,197  709 1,899  

８．役員退職慰労引当
金繰入額 

  45  54 89  

９．福利厚生費   1,887  2,020 3,765  

10．減価償却費   752  789 1,596  

11．その他   6,560 57,181 40.2 6,680 54,915 39.0 13,075 107,207 41.0

営業利益    5,429 3.8 5,422 3.8  5,561 2.1

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   485  408 923  

２．受取配当金   104  158 125  

３．有価証券売却益   -  － 7  

４．連結調整勘定償却
額 

  226  259 451  

５．その他   537 1,353 1.0 620 1,446 1.0 970 2,477 1.0

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   53  42 91  

２．固定資産除却損   113  274 523  

３．その他   395 562 0.4 360 677 0.4 666 1,281 0.5

経常利益    6,219 4.4 6,191 4.4  6,757 2.6

Ⅵ 特別利益       

１．厚生年金基金代行
返上益 

  5,176  － 5,195  

２．投資有価証券売却
益 

  40  － 40  

３．その他   － 5,216 3.7 － － － 440 5,675 2.2

Ⅶ 特別損失       

１．減損損失 ※１ 6,001  39 6,001  

２．関係会社整理損   216  － 219  

３．関係会社出資金処
分損 

  － 6,218 4.4 46 86 0.1 － 6,221 2.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   5,217 3.7 6,105 4.3  6,211 2.4



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

        

法人税、住民税及
び事業税 

  2,253  2,098 1,932  

法人税等調整額   △388 1,865 1.3 264 2,362 1.7 670 2,603 1.0

少数株主利益    79 0.1 107 0.0  158 0.1

中間（当期）純利
益 

   3,271 2.3 3,635 2.6  3,449 1.3

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    7,414 7,415  7,414

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益   0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末（期末）残高 

   7,414 7,416  7,415

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    108,164 110,205  108,164

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間（当期）純利益   3,271 3,271 3,635 3,635 3,449 3,449

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   647 647 1,295 

２．役員賞与   114 95 114 

（うち監査役賞与）   (9) 761 (7) 742 (9) 1,409

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末（期末）残高 

   110,674 113,097  110,205

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  5,217 6,105 6,211 

減価償却費   5,035 4,841 10,533 

減損損失   6,001 39 6,001 

連結調整勘定償却額   △226 △259 △451 

退職給付引当金の増
減額 

  △4,981 △282 △5,562 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  11 25 55 

貸倒引当金の増減額   1 △42 △112 

受取利息及び受取配
当金 

  △589 △566 △1,048 

支払利息   53 42 91 

為替差損益   △58 △64 △18 

固定資産除却損   113 274 523 

売上債権の増減額   △3,028 △3,729 640 

たな卸資産の増減額   560 △1,003 1,014 

仕入債務の増減額   5,426 5,989 116 

役員賞与の支払額   △114 △95 △114 

その他   4,367 2,712 303 

小計   17,788 13,986 18,182 

法人税等の支払額   △1,555 △1,034 △2,306 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  16,233 12,951 15,876 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △480 △513 △1,283 

定期預金の払戻によ
る収入 

  706 480 707 

有価証券の取得によ
る支出 

  △505 △200 △505 

有価証券の売却等に
よる収入 

  3,041 600 6,008 

投資有価証券の取得
による支出 

  △3,037 △1,782 △4,650 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

投資有価証券の売却
等による収入 

  1,056 2,222 4,963 

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,663 △2,819 △9,823 

有形固定資産の売却
による収入 

  368 63 291 

無形固定資産の取得
による支出 

  △20 △54 △200 

貸付けによる支出   △283 △43 △674 

貸付金の回収による
収入 

  212 173 659 

利息及び配当金の受
取額 

  599 612 1,057 

その他   △126 △37 87 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △4,132 △1,299 △3,363 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   △3,721 △1,731 △5,439 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △878 △106 △1,582 

利息及び配当金の支
払額 

  △698 △688 △1,388 

少数株主への配当金
の支払額 

  △24 △19 △23 

自己株式の取得によ
る支出 

  △35 △59 △106 

その他   4 1 15 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △5,352 △2,605 △8,523 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  55 83 16 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  6,804 9,129 4,006 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  15,679 19,684 15,679 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の期首残
高の減少額 

  △1 － △1 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  22,482 28,813 19,684 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1．連結の範囲に関する事項 1．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数 30社 (1）連結子会社の数 30社 (1）連結子会社の数 30社 

 主要な連結子会社名 グリコ

乳業㈱、グリコ栄養食品㈱、神

戸グリコ㈱ 

 なお、当中間連結会計期間よ

り、兵庫グリコ㈱を清算したた

め連結子会社から除外し、中部

グリコ栄食㈱を新たに設立した

ことにより連結子会社に含めて

ております。 

 主要な連結子会社名 グリコ

乳業㈱、グリコ栄養食品㈱、神

戸グリコ㈱ 

 連結子会社は、『第１ 企業

の概況 ４．関係会社の状況』

に記載しているため省略しまし

た。 

 なお、当連結会計年度より、

兵庫グリコ㈱を清算したため連

結子会社から除外し、中部グリ

コ栄食㈱を新たに設立したこと

により連結子会社に含めており

ます。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社はありま

せん。 

 同左  同左 

（連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社（江栄商事㈱他

１社）は、小規模会社であり、

総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等はい

ずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためで

あります。 

 非連結子会社（江栄商事㈱）

は、小規模会社であり、総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。 

 非連結子会社（江栄商事㈱）

は、小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用していない非連結

子会社（江栄商事㈱他１社）及び

関連会社（㈱関東フローズン他３

社）は、それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としての重要性

がないため、持分法の適用から除

外しております。 

 持分法を適用していない非連結

子会社（江栄商事㈱）及び関連会

社（㈱関東フローズン他３社）

は、それぞれ中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としての重要

性がないため、持分法の適用から

除外しております。 

 持分法を適用していない非連結

子会社（江栄商事㈱）及び関連会

社（㈱関東フローズン他３社）

は、それぞれ当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としての重要

性がないため、持分法の適用から

除外しております。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 中間決算日が中間連結決算日と

異なる連結子会社は下表の通りで

す。 

 当中間連結財務諸表の作成に当

って、下記の３社については、中

間連結決算日との間に生じた重要

な取引を調整した上でその中間決

算日の財務諸表を使用しておりま

す。 

 同左  決算日が連結決算日と異なる連

結子会社は下表の通りです。 

 当連結財務諸表の作成に当っ

て、下記の３社については、連結

決算日との間に生じた重要な取引

を調整した上でその決算日の財務

諸表を使用しております。 

  
会社名 中間決算日 

上海江崎格力高食品有限公
司 

６月30日 

Thai Glico Co.,Ltd. ６月30日 

Ezaki Glico USA Corp. ６月30日 

 
会社名 決算日 

上海江崎格力高食品有限公
司 

12月31日 

Thai Glico Co.,Ltd. 12月31日 

Ezaki Glico USA Corp. 12月31日 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

…償却原価法 …同左 …同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

…同左 …決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

…主として移動平均法による

原価法 

…同左 …同左 

②デリバティブ…時価法 ②デリバティブ…同左 ②デリバティブ…同左 

③たな卸資産…主として総平均

法による低価法 

③たな卸資産…同左 ③たな卸資産…同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産…主として定率

法 

①有形固定資産…同左 ①有形固定資産…同左 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

    



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

②無形固定資産…定額法 ②無形固定資産…同左 ②無形固定資産…同左 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年間）によ

る定額法を採用しておりま

す。 

    

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金…売上債権、貸付

金等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

①貸倒引当金…同左 ①貸倒引当金…同左 

②退職給付引当金…従業員の退

職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

②退職給付引当金…同左 ②退職給付引当金…従業員の退

職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年9

月1日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受けました。 

 当中間連結会計期間における

影響額は、特別利益として

5,176百万円計上しておりま

す。 

（追加情報） 

―――――― 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法

の施行に伴い、厚生年金基金の

代行部分について、平成16年９

月１日に厚生労働大臣から過去

分返上の認可を受け、平成17年

３月９日に国に返還額（最低責

任準備金）納付を行いました。 

当連結会計年度における損益に

与える影響額は、特別利益とし

て5,195百万円計上しておりま

す。 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③役員退職慰労引当金…役員の

退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規定（内規）

に基づく当中間連結会計期間

末要支給見積額を計上してお

ります。 

③役員退職慰労引当金…同左 ③役員退職慰労引当金…役員の

退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定（内

規）に基づく当連結会計年度

末要支給見積額を計上してお

ります。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社等の資産、負債、収益及

び費用は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定

に含めて計上しております。 

 同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外

子会社等の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 同左  同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、通貨スワップ

については振当処理の要件を

満たしている場合には、振当

処理を採用しております。 

また、金利スワップについて

は金融商品に係る会計基準の

特例処理の要件を満たしてい

る場合には、特例処理を採用

しております。 

 同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

通貨スワップ…外貨建買掛金 通貨スワップ…同左 通貨スワップ…同左 

金利スワップ…金利変動リス

クのある金融資産及び借入金 

金利スワップ…同左 金利スワップ…同左 



  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引は社内規定

に従い、保有する資産及び借

入金に係わる為替変動または

金利変動リスクを効果的にヘ

ッジする目的で利用しており

ます。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価して

おります。 

ただし、特例処理によってい

るスワップについては、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

同左 同左 

(7）消費税等の会計処理 (7）消費税等の会計処理 (7）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

き方式によっております。 

 同左  同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）の範囲は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ケ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなって

おります。 

 同左  連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）の範囲は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ケ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は

6,001百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき減価償却累計額に含めてお

ります。 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は6,001

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき減価償却累計額に含めておりま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 ※１ 担保に供している資産 

  

  
（担保提供資産）   

  (百万円)

建物及び構築物 448 

土地 507 

機械装置及び運搬具 271 

計 1,228 

  

  
（担保提供資産）   

  (百万円)

建物及び構築物 411 

土地 500 

機械装置及び運搬具 253 

計 1,165 

  

（担保提供資産）   

  (百万円) 

建物及び構築物 423 

土地 500 

機械装置及び運搬具 264 

計 1,188 

  

  
（上記に対応する債務） 

  (百万円)

短期借入金 525 

長期借入金 118 

計 643 

  

  
（上記に対応する債務） 

  (百万円)

短期借入金 921 

長期借入金 44 

計 965 

  

（上記に対応する債務） 

  (百万円) 

短期借入金 786 

長期借入金 67 

計 854 

※２ 減価償却累計額には、減損損

失累計額が含まれておりま

す。 

※２ 同左 ※２ 同左 



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 減損損失 ―――――― ※１ 減損損失 

 投資の意思決定単位である事業部

門及び遊休資産にグルーピングし、

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

   投資の意思決定単位である事業部

門及び遊休資産にグルーピングし、

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 
  

場所 用途 種類 

千葉市緑区 他 遊休地 土地 

大阪市西淀川区 
他 

遊休設備等 
機械装置
等 

 
場所 用途 種類 

千葉市緑区 他 遊休地 土地 

大阪市西淀川区
他 

遊休設備等 
機械装置
等 

 上記の資産は遊休状態であり今後

の使用見込みもないため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し減損損失（6,001百万円）として

特別損失に計上しました。その内訳

は、機械装置1,422百万円、土地

4,527百万円、その他51百万円であ

ります。 

 なお、これらの回収可能価額は正

味売却可能価額により測定してお

り、遊休地の時価は主として不動産

鑑定士による不動産鑑定評価額によ

っており、遊休設備の時価は主とし

て取得価額の５％相当額としており

ます。 

   上記の資産は遊休状態であり今後

の使用見込みもないため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し減損損失（6,001百万円）として

特別損失に計上しました。その内訳

は、機械装置1,422百万円、土地

4,527百万円、その他51百万円であ

ります。 

 なお、これらの回収可能価額は正

味売却可能価額により測定してお

り、遊休地の時価は主として不動産

鑑定士による不動産鑑定評価額によ

っており、遊休設備の時価は主とし

て取得価額の５％相当額としており

ます。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  
  (百万円)

現金及び預金勘定 10,785 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△495 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(有価証券) 

10,205 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(その他の流動資産) 

1,987 

計 22,482 

  
  (百万円)

現金及び預金勘定 16,076 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△531 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(有価証券) 

10,704 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(その他の流動資産)

2,564 

計 28,813 

  (百万円)

現金及び預金勘定 11,301 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△498 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(有価証券) 

6,605 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資(その他の流動資産) 

2,276 

計 19,684 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

1．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

1．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

1,131 526 605 

工具器具
備品 

1,598 745 852 

合計 2,729 1,272 1,457 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

1,063 504 558

工具器具
備品 

1,702 862 839

合計 2,765 1,366 1,398

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

1,408 696 712 

工具器具
備品 

1,739 958 780 

合計 3,147 1,654 1,492 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 同左  なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

②未経過リース料期末残高相当額 

  
  (百万円)

１年内 522 

１年超 935 

合計 1,457 

  
  (百万円)

１年内 557 

１年超 840 

合計 1,398 

  (百万円)

１年内 531 

１年超 961 

合計 1,492 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 同左  なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

  
  (百万円)

③支払リース料 290 

減価償却費相当額 290 

  
  (百万円)

③支払リース料 300 

減価償却費相当額 300 

  (百万円)

③支払リース料 595 

減価償却費相当額 595 

④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価格を零とする定額法によっており

ます。 

 同左  同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  
  (百万円)

１年内 79 

１年超 305 

合計 385 

  
  (百万円)

１年内 79 

１年超 226 

合計 305 

  (百万円)

１年内 79 

１年超 266 

合計 345 



（有価証券関係） 

Ⅰ 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

(2）その他有価証券 

  

Ⅱ 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

(2）その他有価証券 

  

            （単位：百万円）

      中間連結貸借対照表計上額  時価   差額 

  社債   4,500   4,534   34 

  合計   4,500   4,534   34 

            （単位：百万円）

      取得原価   中間連結貸借対照表計上額  差額 

  (1）株式   2,903   8,509   5,606 

  (2）社債   27,848   24,603   △3,244 

  (3）その他   535   517   △17 

  合計   31,287   33,631   2,343 

  コマーシャルペーパー 499百万円  

  フリーフィナンシャルファンド 9,704  

  譲渡性預金 1,000  

  非上場株式 377  

  転換社債 200  

            （単位：百万円）

      中間連結貸借対照表計上額  時価   差額 

  社債   1,000   1,007   7 

  合計   1,000   1,007   7 

            （単位：百万円）

      取得原価   中間連結貸借対照表計上額  差額 

  (1）株式   3,868   12,486   8,618 

  (2）社債   23,939   20,920   △3,018 

  (3）その他   2,001   2,055   54 

  合計   29,809   35,462   5,653 

  コマーシャルペーパー －百万円  

  フリーフィナンシャルファンド 10,303  

  譲渡性預金 500  

  非上場株式 368  

  転換社債 200  



Ⅲ 前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度  （自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

      連結貸借対照表計上額   時価   差額 

  社債   1,000   1,014   14 

  合計   1,000   1,014   14 

      取得原価   連結貸借対照表計上額   差額 

  (1）株式   2,911   9,445   6,533 

  (2）社債   25,940   22,715   △3,225 

  (3）その他   1,386   1,380   △5 

  合計   30,238   33,541   3,303 

  (1）満期保有目的の債券 －百万円 

  (2）その他の有価証券  

  フリーフィナンシャルファンド 6,604 

  譲渡性預金 500 

  非上場株式 373 

  転換社債 200 



（セグメント情報） 

前中間連結会計期間 平成16年４月１日～平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 平成17年４月１日～平成17年９月30日 

前連結会計年度   平成16年４月１日～平成17年３月31日 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

 当グループは食料品の製造、販売事業のみで、当該事業以外の事業は営んでいないため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 全セグメントの売上高合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 海外売上高が連結売上高の10％未満の為、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 901.67円

１株当たり中間純利益 25.26円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

－円

 
１株当たり純資産額 935.82円

１株当たり中間純利益 28.09円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

－円

１株当たり純資産額 901.65円

１株当たり当期純利益 25.95円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

－円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

＜１株当たり中間（当期）純利益＞    

中間（当期）純利益（百万円） 3,271 3,635 3,449 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 89 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (89) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

3,271 3,635 3,360 

期中平均株式数（千株） 129,518 129,387 129,486 

     

＜潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益＞ 

   

中間（当期）純利益調整額(百万円) － － － 

（うち支払利息（税額相当額控除
後））（百万円） 

(－) (－) (－) 

普通株式増加数（千株） － － － 

（うち転換社債（千株）） (－) (－) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

資産の部       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   8,230  13,187 8,839  

２．受取手形   1,669  1,109 1,824  

３．売掛金   14,801  15,643 12,317  

４．有価証券   13,812  12,807 7,806  

５．製品   4,297  4,679 4,897  

６．原材料   2,692  2,649 2,020  

７．その他のたな卸資
産 

  343  345 347  

８．繰延税金資産   2,701  2,038 2,063  

９．その他   7,346  7,829 8,010  

貸倒引当金   △8  △110 △102  

流動資産合計    55,887 35.1 60,179 38.0  48,023 32.3

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1）建物及び構築物 ※１ 6,209  6,053 6,244  

(2）機械装置 ※１ 13,912  13,012 13,381  

(3）土地   10,430  10,348 10,348  

(4）建設仮勘定   1,029  229 429  

(5）その他 ※１ 2,978  3,148 2,782  

有形固定資産合計   34,561  32,792 33,186  

２．無形固定資産   1,798  1,501 1,734  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   48,582  46,464 45,841  

(2）長期貸付金   9,471  9,617 10,581  

(3）繰延税金資産   5,568  3,426 4,884  

(4）その他   5,570  5,677 5,792  

貸倒引当金   △1,407  △1,272 △1,285  

投資損失引当金   △759  － －  

投資その他の資産
合計 

  67,026  63,914 65,814  

固定資産合計    103,386 64.9 98,207 62.0  100,735 67.7

資産合計    159,273 100.0 158,387 100.0  148,759 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

負債の部       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   183  139 93  

２．買掛金   16,651  17,407 13,783  

３．短期借入金   4,000  － 2,000  

４．未払法人税等   495  － －  

５．未払費用   16,127  15,535 12,953  

６．預り金   16,363  19,423 16,797  

７．その他   4,035  2,704 2,626  

流動負債合計    57,856 36.3 55,210 34.9  48,253 32.4

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   9,160  8,215 8,552  

２．役員退職慰労引当
金 

  515  545 535  

３．その他   1,401  1,316 1,389  

固定負債合計    11,077 7.0 10,076 6.3  10,477 7.1

負債合計    68,933 43.3 65,286 41.2  58,730 39.5

        

資本の部       

Ⅰ 資本金    7,773 4.9 7,773 4.9  7,773 5.2

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   7,413  7,413 7,413  

２．その他資本剰余金   1  2 2  

資本剰余金合計    7,414 4.7 7,416 4.7  7,415 5.0

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   1,943  1,943 1,943  

２．任意積立金   79,108  79,077 79,108  

３．中間（当期）未処
分利益 

  2,762  3,751 1,950  

利益剰余金合計    83,814 52.6 84,772 53.5  83,002 55.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   1,325 0.8 3,247 2.1  1,886 1.3

Ⅴ 自己株式    △9,988 △6.3 △10,108 △6.4  △10,050 △6.8

資本合計    90,340 56.7 93,101 58.8  90,028 60.5

負債資本合計    159,273 100.0 158,387 100.0  148,759 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    72,115 100.0 69,878 100.0  129,697 100.0

Ⅱ 売上原価    35,934 49.8 36,002 51.5  64,998 50.1

売上総利益    36,181 50.2 33,875 48.5  64,698 49.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   35,517 49.3 32,668 46.8  64,639 49.8

営業利益    663 0.9 1,207 1.7  59 0.1

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   93  97 189  

２．有価証券利息   427  347 808  

３．受取配当金   1,297  1,389 1,316  

４．その他   437  525 820  

営業外収益計    2,256 3.1 2,360 3.4  3,136 2.4

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   48  45 93  

２．その他   128  336 463  

営業外費用計    176 0.2 381 0.5  557 0.5

経常利益    2,743 3.8 3,185 4.6  2,637 2.0

Ⅵ 特別利益       

１．厚生年金基金代行
返上益 

  5,176  － 5,195  

２．投資有価証券売却
益 

  40  － 40  

３．その他   － 5,216 7.2 － － － 439 5,675 4.4

Ⅶ 特別損失       

１．減損損失 ※２ 4,968  21 4,968  

２．その他 ※１ 961 5,929 8.1 46 68 0.1 1,240 6,208 4.7

税引前中間(当期)
純利益 

   2,029 2.9 3,117 4.5  2,104 1.7

法人税、住民税及
び事業税 

  775  108 76  

法人税等調整額   △86 689 1.0 552 660 0.9 851 927 0.8

中間(当期)純利益    1,341 1.9 2,456 3.5  1,177 0.9

前期繰越利益    1,420 1,294  1,420 

中間配当額    － －  647 

中間(当期)未処分
利益 

   2,762 3,751  1,950 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

満期保有目的債券…償却原価

法 

満期保有目的債券…同左 満期保有目的債券…同左 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 …同左 …同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定） 

…同左 …決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

…移動平均法による原価法 …同左 …同左 

(2）デリバティブ…時価法 (2）デリバティブ…同左 (2）デリバティブ…同左 

(3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

製品、原材料及び仕掛品 同左 同左 

…総平均法による低価法     

貯蔵品     

…最終仕入原価法による原価

法 

    

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

…定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については、定額

法を採用しております。 

…同左 …同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

…定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年間）による定

額法を採用しております。 

…同左 …同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

 同左  同左 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）投資損失引当金 (2）────── (2）────── 

 関係会社への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財政

状態を勘案し、損失負担見込み

額を計上しております。 

    

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

 同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしてお

ります。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成16年９月１日

に厚生労働大臣から過去分返上の

認可を受けました。 

 当中間会計期間における影響額

は、特別利益5,176百万円であり

ます。 

（追加情報） 

────── 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、厚生年金基金の代行

部分について、平成16年９月１日

に厚生労働大臣から過去分返上の

認可を受け、平成17年３月９日に

国に返還額（最低責任準備金）納

付を行いました。 

 当事業年度における損益に与え

る影響額は、特別利益として

5,195百万円計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規定

（内規）に基づく当中間期末要

支給見積額を計上しておりま

す。 

 同左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金規定

（内規）に基づく当期末要支給

見積額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同左  同左 



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、通貨スワップに

ついては振当処理の要件を満た

している場合には、振当処理を

採用しております。 

 また、金利スワップについて

は金融商品に係る会計基準の特

例処理の要件を満たしている場

合には、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

金利スワップ…金利変動リスク

のある金融資産 

金利スワップ…同左  金利スワップ…同左 

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

 当社のデリバティブ取引は社

内規定に従い、保有する資産に

係る為替変動または金利変動リ

スクを効果的にヘッジする目的

で利用しております。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しております。 

 ただし、特例処理によってい

るスワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

同左 同左 

６．消費税等の会計処理 ６．消費税等の会計処理 ６．消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜き

方式によっております。 

 なお、「仮払消費税等」と「仮

受消費税等」は相殺し流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

 同左  消費税等の会計処理は、税抜き

方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税引前

中間純利益は4,968百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税引前当期

純利益は4,968百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き減価償却累計額に含めておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
69,316百万円 70,702百万円 70,734百万円 

 ２ 偶発債務 

   関係会社の銀行借入

に対する保証債務 

  
・Thai Glico Co.,Ltd. 

  111百万円

・上海江崎格力高食品有限
公司 

  348百万円

計 459百万円

  

  
  

・上海江崎格力高食品有限
公司 

  489百万円

計 489百万円

・Thai Glico Co.,Ltd. 

  53百万円

・上海江崎格力高食品有限
公司 

  337百万円

計 391百万円

 ３ 有形固定資産の減損

損失累計額 

―――――― ――――――  減価償却累計額には、減

損損失累計額が含まれてお

ります。 



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 特別損失「その他」

の内容 

  
（百万円）

関係会社株式評価損 72

貸倒損失 130

投資損失引当金繰入額 759

（百万円）

関係会社出資金評価損 46

（百万円）

関係会社株式評価損 1,035

  

  

関係会社整理損 
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※２ 減損損失  投資の意思決定単位であ

る事業部門及び遊休資産に

グルーピングし、以下の資

産グループについて減損損

失を計上しました。 

――――――  投資の意思決定単位であ

る事業部門及び遊休資産に

グルーピングし、以下の資

産グループについて減損損

失を計上しました。 

  
  
場所 用途 種類

千葉市緑区
他 

遊休地 土地

大阪市西淀
川区 他 

遊休設
備等 

機械装
置等 

  
場所 用途 種類

千葉市緑区
他 

遊休地 土地 

大阪市西淀
川区 他 

遊休設
備等 

機械装
置等 

   上記の資産は遊休状態で

あり今後の使用見込みもな

いため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し減損損失（4,968百万

円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、機

械装置903百万円、土地

4,051百万円、その他14百

万円であります。 

 なお、これらの回収可能

価額は正味売却可能価額に

より測定しており、遊休地

の時価は主として不動産鑑

定士による不動産鑑定評価

額によっており、遊休設備

の時価は主として取得価額

の５％相当額としておりま

す。 

   上記の資産は遊休状態で

あり今後の使用見込みもな

いため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額

し減損損失（4,968百万

円）として特別損失に計上

しました。その内訳は、機

械装置903百万円、土地

4,051百万円、その他14百

万円であります。 

 なお、これらの回収可能

価額は正味売却可能価額に

より測定しており、遊休地

の時価は主として不動産鑑

定士による不動産鑑定評価

額によっており、遊休設備

の時価は主として取得価額

の５％相当額としておりま

す。 

 ３ 減価償却実施額 （百万円） （百万円） （百万円）

有形固定資産 2,208 2,132 4,661 

無形固定資産 209 220 423 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定
資産その
他 

676 330 346 

合計 676 330 346 

  

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

有形固定
資産その
他 

747 347 400

合計 747 347 400

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 

699 352 347 

合計 699 352 347 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
  (百万円)

１年内 132 

１年超 213 

合計 346 

  
  (百万円)

１年内 147 

１年超 252 

合計 400 

  (百万円)

１年内 97 

１年超 249 

合計 347 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

 同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

３．当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

３．当中間期の支払リース料及び減

価償却費相当額 

３．当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 
  
  (百万円)

支払リース料 74 

減価償却費相当額 74 

  
  (百万円)

支払リース料 81 

減価償却費相当額 81 

  (百万円)

支払リース料 130 

減価償却費相当額 130 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

 同左  同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

（１株当たり情報） 

連結財務諸表を作成しておりますので記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

平成17年11月1日開催の取締役会において、第101期の中間配当に関し、次の通り決議が行われました。 

(1）中間配当による配当金の総額……………………646百万円 

(2）１株当たりの金額…………………………………５円00銭 

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成17年12月９日 

 （注） 平成17年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）半期報告書の訂正報告書 

 平成17年６月15日関東財務局長に提出 

（第100期中 自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。 

  

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第100期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成16年12月10日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中    

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日か

ら平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、江崎グリコ株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成17年12月1日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中    

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、江崎グリコ株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成16年12月10日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中    

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第100期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から

平成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、江崎グリコ株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4

月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準

を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成17年12月1日

江崎グリコ株式会社     

  取締役会 御中    

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 永原 新三  印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 石橋 正紀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている江崎

グリコ株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第101期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、江崎グリコ株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4

月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/52
	pageform2: 2/52
	form1: EDINET提出書類  2005/12/02 提出
	form2: 江崎グリコ株式会社(184006)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/52
	pageform4: 4/52
	pageform5: 5/52
	pageform6: 6/52
	pageform7: 7/52
	pageform8: 8/52
	pageform9: 9/52
	pageform10: 10/52
	pageform11: 11/52
	pageform12: 12/52
	pageform13: 13/52
	pageform14: 14/52
	pageform15: 15/52
	pageform16: 16/52
	pageform17: 17/52
	pageform18: 18/52
	pageform19: 19/52
	pageform20: 20/52
	pageform21: 21/52
	pageform22: 22/52
	pageform23: 23/52
	pageform24: 24/52
	pageform25: 25/52
	pageform26: 26/52
	pageform27: 27/52
	pageform28: 28/52
	pageform29: 29/52
	pageform30: 30/52
	pageform31: 31/52
	pageform32: 32/52
	pageform33: 33/52
	pageform34: 34/52
	pageform35: 35/52
	pageform36: 36/52
	pageform37: 37/52
	pageform38: 38/52
	pageform39: 39/52
	pageform40: 40/52
	pageform41: 41/52
	pageform42: 42/52
	pageform43: 43/52
	pageform44: 44/52
	pageform45: 45/52
	pageform46: 46/52
	pageform47: 47/52
	pageform48: 48/52
	pageform49: 49/52
	pageform50: 50/52
	pageform51: 51/52
	pageform52: 52/52


